
    
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

  

 

 

    

   

    

  

     

            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法務省法務省法務省法務省はははは全国全国全国全国のののの法務局法務局法務局法務局をををを通通通通じてじてじてじて平成平成平成平成２６２６２６２６年度中年度中年度中年度中にににに、、、、休眠会社休眠会社休眠会社休眠会社・・・・休眠一般法人休眠一般法人休眠一般法人休眠一般法人のののの整理作業整理作業整理作業整理作業をををを行行行行うううう

とととと発表発表発表発表したしたしたした。。。。休眠会社休眠会社休眠会社休眠会社またはまたはまたはまたは休眠一般法人休眠一般法人休眠一般法人休眠一般法人をををを法務大臣名法務大臣名法務大臣名法務大臣名でででで公告公告公告公告するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、登記所登記所登記所登記所からからからから通知通知通知通知しししし、、、、

公告公告公告公告からからからから２２２２カカカカ月以内月以内月以内月以内にににに事業事業事業事業をををを廃止廃止廃止廃止していないしていないしていないしていない旨旨旨旨のののの届届届届けけけけ出出出出またはまたはまたはまたは役員変更等役員変更等役員変更等役員変更等のののの登記登記登記登記をしないをしないをしないをしない場合場合場合場合

にはにはにはには解散解散解散解散したものとみなししたものとみなししたものとみなししたものとみなし、、、、みなしみなしみなしみなし解散登記解散登記解散登記解散登記をををを行行行行うううう。。。。    

対象となるのは、休眠会社が、最後の登記から１２年を経過している株式会社（会社法第４７

２条の休眠会社）。休眠一般法人が、最後の登記から５年を経過している一般社団法人または一

般財団法人（一般社団法人および一般財団法人に関する法律第１４９条または第２０３条の休眠

一般社団法人または休眠一般財団法人。公益社団・財団法人を含む）。平成２６年１１月１７日

の時点で該当する会社等は、平成２７年１月１９日までに「まだ事業を廃止していない」旨の届

け出または登記（役員変更等の登記）の申請をしない限り、解散したものとみなされ、登記官が

職権で解散の登記を行う。平成２６年１１月１７日付で官報公告を行い、対象となる休眠会社・

休眠一般法人に対して管轄の登記所から、法務大臣による公告が行われた旨の通知を発送する。

届け出がなく、登記申請がなかった場合には、平成２７年１月２０日付で解散したものとみなさ

れる。 
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H26.   ８８８８    ／／／／    ４４４４（（（（月月月月）））） 

『休眠会社・休眠一般法人を整理 平成２６年度中に―法務省』 

『中小企業庁、２次公募を開始 新分野開拓と自立化基盤事業』 

中小企業庁は７月１８日から「下請小規模事業者等新分野需要開拓支援事業」と「下請中小企

業自立化基盤構築事業」の２次公募を開始した。締め切りはどちらも９月８日。 
新分野需要開拓支援事業新分野需要開拓支援事業新分野需要開拓支援事業新分野需要開拓支援事業はははは、、、、親事業者親事業者親事業者親事業者のののの生産拠点生産拠点生産拠点生産拠点がががが閉鎖閉鎖閉鎖閉鎖・・・・縮小縮小縮小縮小されたりされたりされたりされたり、、、、閉鎖閉鎖閉鎖閉鎖・・・・縮小縮小縮小縮小がががが予定予定予定予定ささささ

れているれているれているれている影響影響影響影響でででで売売売売りりりり上上上上げげげげがががが減少減少減少減少するするするする下請下請下請下請けけけけ小規模事業者等小規模事業者等小規模事業者等小規模事業者等がががが、、、、新分野新分野新分野新分野のののの需要需要需要需要をををを開拓開拓開拓開拓するためにするためにするためにするために実実実実

施施施施するするするする事業事業事業事業のののの費用費用費用費用をををを一部補助一部補助一部補助一部補助するするするする。。。。これによりこれによりこれによりこれにより取引先取引先取引先取引先のののの多様化多様化多様化多様化をををを図図図図りりりり、、、、下請下請下請下請けけけけ小規模事業者等小規模事業者等小規模事業者等小規模事業者等のののの

振興振興振興振興とととと経営経営経営経営のののの安定安定安定安定にににに寄与寄与寄与寄与するのがするのがするのがするのが目的目的目的目的。。。。取引先の多様化に向けた取り組みに係る試作・開発、展

示会出展等の費用を補助する。対象は下請け事業者、またはその共同体（任意グループ、事業協

同組合）。一方、自立化基盤構築事業本事業は、２以上の特定下請け事業者が有機的に連携し、

それぞれの経営資源を有効に活用して新たな事業活動を行うことにより、特定親事業者以外の者

との下請け取引等を開始または拡大し、当該特定下請け事業者のそれぞれの事業活動で特定下請

け取引の依存の状態の改善を図る取り組みを支援する。 
応募対象は、下請中小企業振興法第８条に基づく特定下請連携事業計画の認定を受けた連携参

加者が認定計画に従って行う事業に限られる。 
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出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます。 

＜＜＜＜夏季休業夏季休業夏季休業夏季休業のごのごのごのご案内案内案内案内＞＞＞＞    
平成 26 年 8 月 13 日(水)から 17 日(日)まで休業させていただきます。また、次回

の発信は 8 月 18 日(月)になります。期間中、ご不便をおかけ致しますが、よろしく

お願いいたします。 


